
（平成２１年１０月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認愛媛地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

愛媛厚生年金 事案 440 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格取得日

に係る記録を昭和 24 年５月 31 日に、資格喪失日に係る記録を 28 年２月１日

に、同社Ｃ事業所における資格取得日に係る記録を 29 年 10 月６日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を、申立期間①については 5,000 円、申立期間②につ

いては 8,000 円及び申立期間③については１万 6,000 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24 年５月 31 日から同年８月１日まで 

             ② 昭和 28 年１月 24 日から同年２月１日まで 

             ③ 昭和 29 年 10 月６日から同年 11 月１日まで 

    昭和 22 年８月１日にＡ社の前身であるＤ社に採用になり、平成元年＊月

＊日に定年退職するまで引き続きＡ社に勤務した。 

    退職及び休職したことは一度も無く、申立期間について、厚生年金保険の

被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ａ社の回答文書及び同社から提出された厚生年金保険

被保険者台帳により、申立人は、同社の前身事業所であるＤ社に昭和 22 年８

月に入社し、平成元年４月までＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、異動日について、申立期間①については、申立人は、「Ｅ学校（現在

は、学校法人Ｆ学校）Ｇ部に入学するため、Ｄ社Ｈ事業所（昭和 26 年５月１

日にＡ社Ｂ事業所に名称変更）に異動させてもらった。入学時期は昭和 24 年

４月すぐではなかったが、同年８月はあり得ない。」と述べているところ、学



                      

  

校法人Ｆ学校から提出された申立人に係る卒業証明書から、昭和 24 年４月 18

日から 27 年３月 22 日までＥ学校に在籍していたことが確認できる上、社会保

険庁が保管する申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）において、

24 年５月 31 日に転勤によりＤ社Ｉ事業所における厚生年金保険被保険者資格

を喪失していることが確認できることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における被

保険者資格取得日を同年５月 31 日とし、申立期間②については、申立人は、

「新たに事業所を建設する場合には、月途中で異動を命ぜられることがあるが、

Ａ社Ｊ事業所は既存の事業所であったため、昭和 28 年２月１日の発令であっ

た可能性が高い。」と述べていること、及びＡ社Ｊ事業所において、申立人が

被保険者資格を取得した 28 年２月１日の前後の期間に被保険者資格を取得し

ている 25 人のうち 20 人がそれぞれの被保険者資格取得年月の１日に同資格を

取得していることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における被保険者資格喪失日を

同年２月 1 日とし、申立期間③については、Ａ社から提出された厚生年金保険

被保険者台帳から、同社Ｃ事業所における申立人の被保険者資格取得年月日が

29 年 10 月６日であることが確認できることから、申立人の同事業所における

被保険者資格取得日を同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 24 年８月、27 年 12 月及

び 29 年 11 月の社会保険庁の記録から、申立期間①については 5,000 円、申立

期間②については 8,000 円及び申立期間③については１万 6,000 円とすること

が妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は保険料の納付を行ったと主張しているが、事業主はこ

のことを確認できる関連資料を保有しておらず、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会保険事務

所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 441 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

ける資格喪失日及び同社Ｄ支店における資格取得日に係る記録を昭和 35 年 10

月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが必

要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年９月 30 日から同年 10 月 10 日まで 

    昭和 29 年４月にＡ社に入社し、38 年６月 20 日に退職するまで、正社員

として継続して勤務していた。 

    社会保険庁の記録によると、昭和 35 年９月 30 日にＡ社Ｃ支店において被

保険者資格を喪失し、同年 10 月 10 日に同社Ｄ支店において被保険者資格を

取得していることとなっている。 

    しかし、Ａ社Ｄ支店には、昭和 35 年 10 月１日に転勤を命ぜられ、赴任し

ているので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された申立人に係る職員名簿及び経歴明細から、申立人がＡ社

に継続して勤務し（昭和 35 年 10 月１日にＡ社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものと認められる。 

   また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 35 年５月の

Ａ社Ｃ支店に係る社会保険事務所の記録から、１万 8,000 円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否



                      

  

かについては、事業主は確認できる資料が無いことから不明としており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会保険事

務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 442 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

昭和 45 年９月及び 46 年２月から 47 年３月までの期間は４万 5,000 円、48 年

２月から同年４月までの期間は６万円、49 年４月から同年６月までの期間は

７万 2,000 円、51 年２月から同年７月までの期間は８万円、52 年５月から同

年９月までの期間は８万 6,000 円、53 年４月から 54 年６月までの期間は 10

万 4,000 円、58 年 10 月は 15 万円に訂正する必要がある。 

   なお、事業主は、昭和 45 年９月から 58 年 10 月までの上記訂正後の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 11 月 1 日から 58 年 11 月 26 日まで 

    Ａ事業所に勤務していた申立期間において、社会保険庁のオンライン記録

上の標準報酬月額が給与支給額及び控除された厚生年金保険料と見合ってい

ない期間があると思うので、同期間について、標準報酬月額を訂正してほし

い。 

    （注） 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の厚生年金保険被保険

者記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妻は、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立

てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることか

ら、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。した

がって、給料支払明細書において確認できる保険料控除額及び家計簿から転記

しメモ書きされた保険料控除額から判断すると、申立人の申立期間に係る標準



                      

  

報酬月額の記録については、申立期間のうち、昭和 45 年９月及び 46 年２月か

ら 47 年３月までの期間は４万 5,000 円、48 年２月から同年４月までの期間は

６万円、49 年４月から同年６月までの期間は７万 2,000 円、51 年２月から同

年７月までの期間は８万円、52 年５月から同年９月までの期間は８万 6,000

円、53 年４月から 54 年６月までの期間は 10 万４,000 円及び 58 年 10 月は 15

万円とすることが妥当である。 

   一方、昭和 44 年 12 月から 45 年８月までの期間、同年 10 月から 46 年１月

までの期間、47 年５月から 48 年１月までの期間、同年５月から 10 月までの

期間、49 年７月から 50 年９月までの期間、51 年８月から 52 年４月までの期

間、同年 10 月から 53 年２月までの期間、54 年８月から同年９月までの期間、

同年 11 月から 55 年９月までの期間及び同年 11 月から 58 年９月までの期間に

ついては、給料支払明細書等において確認できる保険料控除額を基に算定した

標準報酬月額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額は一致しており、

また、44 年 11 月、47 年４月、48 年 11 月から 49 年３月までの期間、50 年 10

月から 51 年１月までの期間、53 年３月、54 年７月、同年 10 月及び 55 年 10

月については、社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が、給料支払明

細書等において確認できる保険料控除額を基に算定した標準報酬月額を超えて

いると認められることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、

あっせんは行わない。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、給料

支払明細書等において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬

月額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が一致していないことか

ら、事業主は給料支払明細書等で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合

う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に

見合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 443 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年６月 17 日から同年７月１日まで 

    昭和 43 年６月 17 日から同年 12 月 31 日までＡ事業所に臨時職員として勤

務していた。 

在職等証明書を提出するので、申立期間について、厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間においてＡ事業所に勤務していたことは、同事業所から提

出された人事記録により確認できる。 

しかしながら、Ａ事業所は、「申立期間当時、月の途中で採用する場合は翌

月の初めから社会保険に加入させていた経緯があるので、推測ではあるが、申

立期間の厚生年金保険料は控除していないと思われる。」と回答している。 

また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 444 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年２月から 29 年５月まで 

    申立期間当時、Ａ事業所に勤務していた。 

給与明細書等は無いが、申立期間について、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ事業所に勤務していたことは、勤務期間が特定できないものの、

同僚の証言及び申立人の同事業所における業務内容の具体的な供述から推認で

きる。 

 しかしながら、申立人は、「会社での仕事は、事業主の手伝いで、製材した

板を倉庫に運ぶことであった。」と述べているところ、Ａ事業所に勤務してい

た元事務員は、「申立人については憶えていないが、材木の整理などでパート

の人がいたと思う。詳しいことは憶えていないが、事務所の人と機械を扱う危

険な職種の人が保険に加入していたと思う。」と証言しており、同事業所が申

立人を厚生年金保険に加入させていなかった可能性がうかがわれる。 

また、社会保険庁の記録によると、Ａ事業所は、昭和 39 年 10 月 31 日に厚

生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、事業主を含め当時の関係者

は既に死亡しているため、申立ての事実を確認できない上、社会保険事務所が

保管する同事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の中に申立人の氏名が

無く、健康保険被保険者番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落した

ものとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


